
4 款 1 項 5 目

25 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

3,200 3,200 3,200 3,200 3,200 16,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

不法投棄防止看板配布数 枚 5 10 4 11
クリーン伊予運動（不燃物及び汚泥処理経費等） 台(千円) 20(1612) 27(2255) 16(1391) 16(1391)
クリーン伊予運動（可燃物処理経費等） 台(千円) 9(299) 12(427) 10(341) 10(341)
クリーン伊予運動（参加人数） 人 6525 7000 6651 6651

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 7,035 7,575 4,402 6,994

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 4,881 4,374 2,440 4,881
国庫支出金 0 0 0

8,135
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.60 0.55 0.30 0.60
人件費単価 8,135 7,954 8,135

4,881
合計 0 7,575 4,402 6,994

事業費
直接事業費 2,154 3,201 1,962 2,113
人件費 4,881 4,374 2,440

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

先人達から受け継いだ素晴らしい自然を次の世代へ引き継ぐ責務に気付き、市民・事業者・行政が協働して、
良好な環境の中で市民生活を営むことができるよう、豊かな環境がもたらす財産を守るための持続的な活動
に取り組む。

事業の内容

市民清掃等により生じる廃棄物の処理、不法投棄の防止に向けた啓発

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

広報、ホームページ、各種団体を通じて、良好な環境を保全する運動を、市民に広く細かく参加を呼びかける。

事業の対象 市内全域

根拠法令等

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 環境保全課 電話番号（内線）： 535
記入者情報 所属長： 出来 和人 担当責任者： 桂城 健恭

事務事業名 生活環境保全事業
予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
環境の保全

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

市民主体による一斉清掃の実施は、参加者自らが循環型社会の一員であるとの意識や、参加者同士の
交流を通じて環境美化意識の養成に一定の効果を発揮していると考えられる。今後も継続的に事業を実
施し、日ごろ地域活動への関わりが薄い方への浸透を図り、参加者増につなげていきたい。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

　事業も10年以上実施されており、現在では、大多数の市民が環境意識を持っている。　地域のボラン
ティア清掃も活発であり、「クリーン伊予運動」の日だけ特別であるという意義も薄れてきていると思われ
る。　地域主体で、能動的な取組をできる環境づくりを推進していくとともに、行政が関与していく部分を減
らしていけるように努力したい。　また、子供だけでなく、普段働いている方々（特に父親）に、効果的な環
境教育を実施し、地域の清掃に目を向けてもらうようにしていきたい。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

C

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 15 13 0 0
実　　績 18 10 0 0

成果指標

成果指標
不法投棄件数（件）

指標設定の
考え方

環境保全に向けた意識向上のバロメーターとして設定。

区分年度 25年度 26年度 27年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


